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1(出典) 経済産業省 経済産業政策局 知的財産政策室「データ利活用の事例集」12頁の抜粋を基に作成

海 事 業 界 に お け る プ ラ ッ ト フ ォ ー ム 事 例

事業概要

船舶の運航データを収集し、データ項目名称にISO19848の標準データ名称を付与した上で、造船所、舶用メーカ、
船主、オペレータ、船舶管理会社及びデータ分析・解析などのサービス提供事業者を介してデータを共有するプラット
フォーム事業



2（出典）経済産業省 経済産業政策局 知的財産政策室「データ利活用の事例集」13頁を基に作成

プラットフォーム事業者

海 事 業 界 に お け る プ ラ ッ ト フ ォ ー ム 事 例



事例：
プラットフォーム事業者は、以下のサービスを提供
1) データ提供者から提供を受け取得保管するデータにつき、データ提供者とデータ利用者間のデータ

取引環境を提供
2) 保管データに標準名称の付加等の加工等を行うサービスを提供
3) 保管データを使用して統計情報等を作成し、データ利用者に提供
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事 例 概 要

提供データ 加工データ

データ保管・管理
サービス規約

データ利用
サービス規約

データ利用許諾規約

データ提供者
Data Provider

データサーバー 統計情報等

プラットフォーム事業者
Data Platformer

データ利用者
Data User
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課 題

ケース１：
 プラットフォーム事業者が、データ提供者から継続的に提供を受け取得保管するデータを、継続的にデー
タ利用者に提供

 上記データに不正取得行為・不正開示行為が介在したことを事後的に知った場合

 取得時悪意の転得類型（不正競争防止法２条１項１２号、１５号）

 プラットフォーム事業者が、悪意に転じた後も、データを継続的に取得し、当該データに加工等を行い、継
続的にデータ利用者へ提供した場合の当該行為の不正競争該当性、帰結の妥当性

 多数のデータ提供者からデータを取得するプラットフォーム事業者の取るべき実務対応

ケース２：
 プラットフォーム事業者が、多数のデータ提供者から継続的に提供を受け取得保管するデータを使用して
統計情報等を作成し、継続的にデータ利用者に提供

 上記データの一部に不正取得行為・不正開示行為が介在したことを事後的に知った場合

 プラットフォーム事業者が、悪意に転じた後も、不正行為が介在したデータを含む多数のデータ提供者の
データを継続的に取得し、当該データを使用して統計情報等を作成し、継続的に当該統計情報等を
データ利用者へ提供した場合の当該行為の不正競争該当性、帰結の妥当性

 プラットフォーム事業者の取るべき実務対応
• 統計情報その他データを使用して得られる成果物に関する対応
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課 題

ケース3：
 プラットフォーム事業者は、データ提供者から提供を受け取得保管するデータに加工等を行い、データ
利用者に提供

 プラットフォーム事業者は、多数のデータ提供者から提供を受け取得保管するデータを使用して統計情
報等を作成し、データ利用者に提供

 プラットフォーム事業者が保管する上記データに対し不正競争が行われた場合

 プラットフォーム事業者の請求権者該当性
（ 「限定提供データ保有者」（不正競争防止法２条１項１４号、１５条２項））

 プラットフォーム事業者がデータ提供者から取得したデータ
 プラットフォーム事業者が加工等を行ったデータ
 プラットフォーム事業者が作成した統計情報等のデータ

 請求権者（不正競争防止法３条、４条）
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